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現存被ばく状況における環境修復活動で発生する廃棄物の管理に関する防護のガイドライン 

公衆審査指摘対応履歴 

 

1. 公衆審査(2020/02/10～2020/03/10) 

 公衆審査指摘 対応 

衆-1 ガイドライン全般に関して： 

当ガイドラインは関係者が参考にするので、簡潔に

分かり易く記述する必要がある。 

その点で、冗長な記述が随所にある。とくに「参考

資料」は簡潔にする必要がある。 

ガイドライン(案)は、簡潔に参照するための「ガ

イドライン要点」を冒頭 2ページに示した上で、

説明不足とならないように、3ページ以降に、適

用の範囲・背景・考え方を解説しています。これ

は、全体としてひとつのガイドラインにするこ

とでより明確なメッセージとする考えに基づく

ものです。 

本ガイドラインは、放射性廃棄物の処理処分を

対象とした放射線防護の考え方について、これ

までは「計画被ばく状況」で発生する廃棄物のみ

が対象であったところ、現存被ばく状況におけ

る環境修復活動で発生する廃棄物に適用する新

たな考え方を示すものです。現存被ばく状況は

ケースバイケースの対応が必要であり、簡潔さ

よりも、多少冗長であっても誤解を招かない記

述が必要と考えます。 

「参考資料」については、「衆-3」とも関連しま

すが、上記の考えにより、ICRP の文献を引用

(Publication番号)するのみではなく、個々の考

え方を記述した文章を示すことが必要と考えま

す。 

なお、この記述方法は、本学会で既制定のガイド

ライン「現存被ばく状況における汚染した物の

搬出のためのガイドライン」等の書式に沿った

ものであることを申し添えます。 

衆-2 線量基準の選定に関して： 

・線量基準「年実効線量１～１０ｍSv の範囲」と

した根拠を示すべきである。ICRP 勧告を根拠にし

ているが、 ICRP 勧告の何を根拠にしたのかの説

明がない。単なる ICRP の引用では基準を設定した

明確な根拠にならない。線量基準は基本となるの

で、その設定根拠は具体的に明確な説明が必要であ

る。 

・判断基準の最後の文章に「通常の廃棄物の管理と

同等の「線量基準を選定」とあるが、「線量基準」

に限定せず「濃度基準」にも適用できるように「基

準」とするべきである。線量に特定するのでなく、

・「年実効線量 1～10mSv の範囲」の根拠とした

ICRP勧告については、「4. ガイドラインの根拠

となる考え方」の(3)において解説しておりま

す。根拠とした ICRP 勧告の具体的文章について

は、「参考資料」において示しており、特に重要

な考え方等には下線を引いて、明確にしており

ます。ご指摘を受けた対応として、4.（3）に追

加年線量を長期に受けた集団の条件付き年死亡

確率の変動、介入がもたらす正味の便益の効果

についての考察などに基づき示された値である

ことを追記します。併せて、「参考資料」につい

ても、参照した ICRP Publ.82の 10mSv/yに関す
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広く適用できるようにするべきである。 る記述の充実を図ります、 

・基準となる線量から誘導される濃度はケース

バイケースとなるため、判断基準としての数値

は示しておりません。なお、ガイドラインでは線

量基準を示すこととしましたが、例題において

IAEAが示すクリアランスレベル（100 Bq/kg）や

法律における判断基準（8,000 Bq/kg）を例示し

ています。 

衆-3 ガイドラインの構成に関して： 

ガイドラインでは「2. ガイドラインの背景」とな

っているが次の「3. 適用の範囲」を「２」にして

「2. ガイドラインの背景」は後述にする。ガイド

ラインの主要な事項を先にして、背景や考え方は後

述するのが普通である。したがって、全体の構成、

パラグラフの順序を再検討する必要がある。 

・参考資料に「ガイドラインの策定で参考にした 

ICRP の考え方」（１）、（２）、（３）とある。その大

部分が ICRP の文章を引用記述であって、これは 

ICRP の文献を引用すれば十分である。説明文章が

長くなるだけで、実質的に必要がない。 

・この指摘は、先の委員会でも他の出席者から同じ

意見が出されたことを付記する。 

ご指摘を考慮し、「2. 適用の範囲」「3. ガイド

ラインの背景」の順序とします。 

また、本ガイドラインの策定では、「衆-1」にて

述べました通り、簡潔さよりも、多少冗長であっ

ても誤解を招かない記述を優先しています。

ICRP の文献を引用(Publication番号)するのみ

ではなく、個々の考え方を記述した文章を示こ

ととします。 

衆-4 その他の指摘： 

廃棄物の管理は、長期間に及ぶために一世代に留ま

らない。したがって、同一個人の線量限度では不適

切になる。ICRPは個人線量としているが、 UNSCEAR 

など他の国際機関では、個人線量でなく集団線量を

採用している。ICRPに限定せず、このような国際的

な動向にも参考として言及しておく必要がある。 

・会員からのコメントは、それなりに重要であるゆ

えに無視するのでなく、十分尊重し取りて入れるべ

きことを強調する。(原文ママ) 

ICRPは、廃棄物処分に関する勧告文書において、

行為の正当化と防護の最適化の両方において、

非常に広い範囲の個人線量からなる集団線量を

提示する場合には、線量と時間の範囲を限定し

たブロックに分けるべきと述べ(Publ.77(52

項))、慣例的に集団線量は防護の最適化への更

なる入力であった(Publ.81(33 項))と述べてい

ます。従いまして、線量と時間の範囲を限定して

算出した集団線量は最適化において情報となり

うるかもしれないと考えられます。しかしなが

ら ICRPは、時間と空間・人数が大きく、ごく微

量の線量を集積して単一の値にする集団線量を

安全性の指標とすることには問題があるとの見

解を示しています(Publ.77(50 項)(52 項)(58

項)、Publ.81(26項))。さらに、より一般的に、

主勧告文書等において、集団線量は職業被ばく

の評価に使用される場合があるものの、疫学的

なリスク評価には使用が不適切とされているこ

と、長期間にわたる非常に低い個人線量の加算
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も 不 適 で あ る こ と を 論 じ て い ま す

(Publ.103(161項)(220項)(221項))。また、公

衆被ばくの場合，個人線量の分布が比較的均一

でかつ十分明確ならば，集団線量は最適化プロ

セスの有用なインプットとなるかもしれないと

しながらも、大きな集団、広大な地理的領域、及

び長い期間にわたる被ばくについては、集団線

量は意思決定支援に有用なツールではないと述

べています(Publ.101b(51項)(52項))。Publ.46

まで遡りますと集団線量の基準が示されたこと

もありましたが、規制免除の文脈に限定されて

います(Publ.46(86項))。 

IAEA 基準、UNSCEAR 報告書においては、気体と

液体の放出に関して集団線量を指標としてきた

経緯があります。しかしながら、現行の IAEAの

廃棄物管理に係る基準文書において、集団線量

を指標とする記述は見られません。気体と液体

の環境放出に関する安全指針では、集団線量の

使用は、異なる技術の防護の効果を比較する際

には実効的である場合もあるが、健康影響の評

価に用いてはならないとしています(IAEA GSG-

9(5.42項))。最新の UNSCEAR報告書においても、

異なる線源からの公衆被ばくの比較や防護方策

の効果の比較など、相対的比較の用途に限定し

て用いられるべきであることが述べられ、さら

に、疫学研究における線量の定量評価やリスク

推定に使用することは不適であること、自然バ

ックグラウンド程度の追加線量を受ける集団の

放射線に起因する健康影響を定量評価する際

に、ごく低い線量を長期にわたり大人数に対し

て積算することは推奨しないことが明確に述べ

られています(UNSCEAR 2016 REPORT Annex A(8

項), Annex B(12項))。 

これらを勘案しますと、集団線量は、防護の最適

化において複数の方策を検討する際に情報とな

りうることが考えられますが、その基準値を示

すことはできず(参考レベルや線量拘束値のよ

うな基準値は国際的にも示されていません)、ま

た集団線量の算出には上記の通りかなり慎重で

ある必要が国際的に認識されていますので、本

ガイドラインに記述する必要はないものと考え
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ます。 

 

学会員意見募集、公聴審議会、公衆審査でいただ

いたコメントは、標準化委員会においてすべて

慎重に勘案して、ガイドライン策定作業に反映

しております。ただし、標準化委員会における調

査・審議の結果として、必ずしもすべてのコメン

トをそのまま取り入れることにはならない場合

もあります。 

衆-5 ◎「管理」「処分」「保管」の定義の曖昧さ 

 4 ページ 15〜17 行目『「処分」は、本ガイドラ

インにおいては、埋設処分施設や埋設地に廃棄物を

受け入れて最終的な覆土を施すことを指す(注 1)。

埋設処分施設に廃棄物を搬入した後で最終的な覆

土を施すまでの段階については、本ガイドラインに

おいては、保管と位置づける。』 

 

「処分」とはいつからいつまでを指すのか、厳密に

判断できません。作業の進捗を以下のように区切る

と 

 

A 埋設処分施設や埋設地への廃棄物の受け入れ（搬

入のことか？）を開始する時点 

B 搬入を締め切り、完了する時点 

C 最終的な覆土を施す作業を開始する時点 

D 最終的な覆土を施す作業が完了し、覆土が完成す

る時点 

 

「処分」は Aから Dまでの期間を指すのか。Bから

Dまでの期間か。Aから D以降とも読める。 

「保管」は Aから Cまでの期間を指すのか、Bから

Cまでか。 

「処分」と「保管」ではどちらが先か。「保管」が

先なら保管の定義を先に述べるのが自然ではない

か。 

さらに 5 行上の「管理」と「処分」「保管」はどの

ような包含関係になっているのか。 

「管理」と「処分」「保管」の包含関係をより明

確にするため、2.の第一段落を下記のように修

正します。 

『本ガイドラインで適用の範囲とした「廃棄物

の管理」は、廃棄物の発生後の、短期的及び長期

的な保管から処分に至るまでの、短期的及び長

期的な保管などの一連の活動を指す。』 

 

作業進捗区分に係るご質問の回答としては、Cま

でが保管、D以降が処分となります。この考え方

が明確となるように、ご指摘の箇所を以下のよ

うに修正します。 

 

『「処分」は、本ガイドラインにおいては、埋設

処分施設や埋設地に廃棄物を受け入れてた後に

最終的な覆土を完了する施すことを指す(注 1)。

埋設処分施設に廃棄物を搬入した後で最終的な

覆土を完了する施すまでの段階については、本

ガイドラインにおいては、保管と位置づける。』 

 

2.では、『本ガイドラインで適用の範囲とした

「廃棄物の管理」は、廃棄物の発生後の、短期的

及び長期的な保管から処分に至るまでの一連の

活動を指す。』に続く段落で「保管」、その次に

「処分」の順で定義を述べています。ただし、処

分の定義では、ご指摘の作業進捗の区切りを補

足する必要があるために、再度「保管」の定義を

述べています。 

衆-6 ◎「放射性残渣」の定義 

 本ガイドラインでの「放射性残渣」の語の初出は

5 ページ 15 行目の鉱山の残土などによって発生す

るものを指す文脈で、原子力事故影響下で除染に関

本ガイドライン(案)における「放射性残渣」の定

義は、ICRP Publ.82の「初期の操業（過去の行

為を含む）および事故から環境中に残留した放

射性物質を意味するのに、委員会は放射性残渣
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係するものを指すように受け取れない。 

 以降の文章でも「放射性残渣」がこれから除染さ

れる対象物（原子力事故により放射性物質が付着し

た環境中物質で、まだ人の手が施されていない）を

指すのか、除染によって発生した廃棄物を指すの

か、定義が揺れているように見える。「残渣」とは

何らかの処理を施して残ったものを指すので、前者

であれば「残渣」と呼ぶのになじまない。後者の場

合、別に「廃棄物」の語も使用されている（例えば

6ページ下から 8行目『放射性残渣の移動や除染な

どによる環境修復活動では、放射性物質を含む廃棄

物が発生』）ことから、用語の使い分けられている

のか。6ページ 12行目『「放射性残渣」の移動』は

「除染廃棄物」の移動ではないのか。 

という用語を用いる」にならっています。これを

明確にするよう、初出(4.(1)の 2行目)の表現を

修正し、参考資料に Publ.82 の定義を追記しま

す。 

(「標-1」もご参照ください。) 

衆-7 ◎正当化の定義 

 6 ページ 12 行目『低減できる現存年線量が、廃

棄物の管理に伴う被ばくを考慮しても十分な便益

となると判断される場合に』では、介入によって得

られる便益である「低減できる現存年線量」と比較

されるコストが「廃棄物の管理に伴う被ばく」であ

るが、比較されるコストは被ばく（線量？）だけか。

正当化では、被ばく以外の社会的・経済的な費用も

含めたコストと比較するのではないか。 

ご指摘を勘案し、ICRP Publ.103 や Publ.63 の

定義・記述を参照して、「放射性残渣の移動や除

染などの措置によって低減できる現存年線量

が、廃棄物の管理に伴う被ばくと費用及びその

措置に起因するその他の何らかの害や損傷(社

会的混乱や公衆の不安など)を考慮しても十分

な正味の便益となると判断される場合に」と追

記修正します。 

衆-8 ◎フローチャートの曖昧さ 

20ページの 『除染作業で発生した除去土壌の現場

保管のフローチャート』では『除染土壌の現場保管』

の下に点線の分岐がある。フローチャートの分岐で

は必ず yse/no の判断が介在し、判断には判断基準

が必要である。このフローチャートでは、点線の分

岐の時点で何をしたらいいのかわからない。 

点線の分岐(流れ)は、現場保管(除去土壌を家屋

から離れた場所に置いて必要に応じて遮水シー

トや覆土をする)によって、除去土壌から人が受

ける線量が土壌の除去前よりも低くなることを

表したものでしたが、文章で記述していますの

で、フローチャートからは削除します。 

23 ページの仮置きのフローチャートについて

も、点線の分岐を削除します。 

衆-9 【全体コメント】 

本ガイドラインは、「１．はじめに」にあるように、

原子力事故や放射線緊急事態のあとに発生する現

存被ばく状況における廃棄物の管理に関する防護

を目的とし、「現存する被ばく状況に関する防護の

安全規準」（2009年制定）の下で、ICRPなどの最新

知見に基づき、現存被ばく状況の特徴を踏まえた廃

棄物の管理に対する防護のあるべき考え方を示す、

としている。 

上記、2009年制定安全規準では、”線量規準”とし

ICRP-Publ.103 では、ICRP-Publ.60 及びその後

の勧告で示された数値基準は参考レベルと考え

てよいとの見解が示されています。一方、本ガイ

ドラインは、ICRP Pub.82に示された一般参考レ

ベルを引用した「現存する被ばく状況に関する

防護の安全規準」（2009年制定）の下で策定して

いるものであり、その線量基準は、指摘の通り、

ICRPの従来の介入の概念に基づく単一の防護対

策に係る線量基準の考え方が背景にあります。 

以上を考慮して、環境修復活動に係る防護の最
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て ICRP Pub.82 に示された一般参考レベルが引用

されており、また、本ガイドラインで示された”線

量基準”は「４．ガイドラインの根拠となる考え方」

にあるように、廃棄物の保管あるいは処分に起因す

る線量に係る線量基準として選定されたものであ

ることから、ICRP の従来の介入の概念に基づく単

一の防護対策に係る線量基準と見ることができる。 

本ガイドラインは、現存被ばく状況における廃棄物

管理を一連の環境修復活動の一部として位置づけ、

ICRP Pub.103 に基づいて、環境修復活動全般につ

いての防護の最適化中で、発生する廃棄物の管理に

ついては介入の概念を適用したものと考えること

ができる。 

したがって、Pub.103に基づく防護の最適化プロセ

スの中で使用する”参考レベル”と、本ガイドライ

ンの中で廃棄物の管理に使用する”線量基準”を明

確に区別する意味で、ガイドライン中の「廃棄物の

保管の参考レベル」、「廃棄物の管理のための線量基

準（参考レベル）」等、廃棄物管理に係る”線量基

準”に対して、参考レベルという用語を使用すべき

でないと考えます。 

これは、緊急時被ばく状況あるいは現存被ばく状況

において、内部被ばくの低減のために導入される食

物摂取制限に関する対策レベル（アクションレベ

ル）と同様、全体の防護戦略の最適化の中で実施す

る単一の防護措置に係わるクライテリアといちづ

けるべきと考えます。 

適化プロセスの中で使用する”参考レベル”と、

廃棄物の管理に使用する”線量基準”を区別する

ように修正します。 

衆-10 【詳細コメント】 

ガイドラインの要点 

● P1, 最終パラ 

「そこで、環境修復活動を最終的な線量基準に向け

て進める」 

Pub. 111 の長期目標について言っているのでしょ

うか？”線量基準”が、廃棄物管理の”線量基準”

とダブります。 

 

● P1, 最終パラ 

「中間的な」 

意味が不明です。削除。 

 

● P2, L2 

●「そこで、環境修復活動を最終的な線量基準に

向けて進める」は、指摘の通り、ICRP Publ.111

の長期目標“被ばくを通常と考えられるレベル

に近いかあるいは同等のレベルまで引き下げる

こと”を意味していました。表現の重複を避け

るため、「ガイドラインの要点」から、「最終的な

線量基準に向けて」は削除します。また、長期目

標について追記します。 

なお、該当する ICRP Publ.111の記述は、16ペ

ージに下線を付して示しています。 

 

●指摘を考慮し、1～2ページの該当箇所を、以

下のように修正します。 
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 公衆審査指摘 対応 

参考レベル → 線量基準 

 

● P2, L3 

保管の参考レベル → 保管の線量基準 

 

● P2, L5 

段階的に参考レベル → 段階的に線量基準 

 

● P3～P11 

特に詳細にコメントしませんが、ICRP勧告で、参考

レベルを「防護の目標となるレベルを示す用語」等、

気になる表現がいくつかありました。 

現存被ばく状況においては、状況を改善する

ため、周辺の現存年線量の低減の目標とする参

考レベルを段階的に設定し、放射性物質の移動

や除染などによって生活環境の修復を図る必要

がある。環境修復活動で発生する廃棄物の管理

（保管及び処分）は、除染とともに、環境修復活

動の一環として位置づける必要がある。 

そこで、環境修復活動を最終的な線量基準に

向けて進めるにあたって、廃棄物の保管に対し

ても、被ばく線量の程度や汚染の規模によって

は、状況を段階的に改善するための中間的な線

量基準を段階的に選定することを推奨する。こ

のとき、廃棄物の保管では、ステークホルダーの

関与の下で、保管する廃棄物に起因する被ばく

線量の低減の目標とする線量基準参考レベルを

年実効線量 1～10 mSvの範囲から選定し、実施

することを推奨する。ここで、廃棄物の保管の線

量基準参考レベルは、周辺の現存年線量の低減

の目標とする参考レベル以下となるようにす

る。周辺線量の低減に応じて、廃棄物の保管の線

量基準を段階的に参考レベルを下げていくこと

も、環境修復活動を迅速かつ円滑に進めるうえ

で有効である。 

 

●指摘の箇所(7ページ)については、「防護の最

適化において参照する目標となるレベルを示す

用語として、計画被ばく状況に適用する線量限

度及び線量拘束値に加え、...」と修正します。 

 

 

2. 標準化委員会委員コメント(公衆審査後の修正に関して、2020/04/02) 

 標準化委員会委員コメント 対応 

標-1 ガイドラインの要点 : 

放射性物質（放射性残渣） 

※ガイドラインの解説では基本的に放射性残渣の

用語が使用されています。そのため、ガイドライン

の要点でも放射性残渣の用語を含むほうが良いと

思いました。 

「放射性残渣」という用語は、ICRP Publ.82の

「初期の操業（過去の行為を含む）および事故か

ら環境中に残留した放射性物質を意味するの

に、委員会は放射性残渣という用語を用いる」に

ならっていました。しかしながら、「衆-6」で指

摘を受けたように、「放射性残渣」は“鉱山の残

土や産業利用による残渣など”(5 ページ 19 行

目)とも書いていたことから、整理が必要と再考

しました。 
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 標準化委員会委員コメント 対応 

“鉱山の残土や産業利用による残渣など”を指

す「放射性残渣」以外は、「残留した放射性物質」

と置き換えることとしました。(一部文脈に応じ

て、“残留した”が不要な箇所は「放射性物質」

に置き換えました。) 

標-2 ガイドラインの要点 : 

「*1 本ガイドラインは、原子力事故や放射線緊急

事態のあとに発生する現存被ばく状況を適用の対

象とする。」は「*1本ガイドラインは、原子力事故

や放射線緊急事態のあとに残留した放射性物質（放

射性残渣）によって発生する現存被ばく状況を適用

の対象とする。」でないか。 

「*1本ガイドラインは、原子力事故や放射線緊

急事態のあとに残留した放射性物質によって発

生する現存被ばく状況を適用の対象とする。」と

修正しました。 

(「標-1」で回答しましたように、(放射性残渣)

の語は用いないこととしました。) 

標-3 7ページ 13～14行目 

「廃棄物の発生から処分に至るまでを考慮して、現

存する被ばく状況を段階的に改善するための中間

的な線量基準の適用を推奨する。」は「廃棄物の発

生後の保管から処分に至るまでを考慮して、現存す

る被ばく状況を改善するための線量基準を段階的

に選定することを推奨する。」と修正すべき。 

修正案を拝承。該当箇所の記述をガイドライン

の概要とあわせました。 

標-4 8ページ 2行目 

「正味の便益」について、どのようなファクター（因

子）が考慮されたのか例示したほうがよいかもしれ

ないと思いました。 

「正味の便益(その措置で低減できる線量とか

かる費用を考慮)」と追記しました。 

標-5 例題のフローチャート 

文章とフローチャート図が整合するか再度ご確認

ください。 

文章を読む限りでは、Yes, Noの分岐に強制性があ

るようには読めず、強制性がある場合はガイドライ

ン本体に再利用の文言を含めなくてもよいのか、と

いう新たな問題が生じます。 

個人的にはフローチャート図はなくてもよいので

はないかと思います。 

再利用することには強制性はありません。フロ

ーチャートは例題の理解を簡単にするために必

要と考えており、ここでは「搬出(一般土壌、再

利用)」を「搬出(一般土壌)」と修正するまでと

します。 

標-6 ７頁の最後に， 

「 ... ＜～10 mSv」 

とあります。 

一方，Pub 82についての解説箇所（18頁）では 

「年 10 mSv程度」あるいは「約 10 mSv」 

という記述になっています。 

記号「～」は，このガイドラインでも 

（一般的な）「範囲」の意味で使っていますので， 

７頁の 

本ガイドラインでは、「現存年線量 < 10 mSv程

度」と修正します。 

なお、「＜～10 mSv」の表記は、ICRP Publ.82の

表 1にあったものです。 
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 標準化委員会委員コメント 対応 

「 ... ＜～10 mSv」 

の箇所は， 

「 ... ＜約 10 mSv（又は 10 mSv程度）」 

の方が無難ではないでしょうか。 

 


